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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第66期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） － 83,938 89,093 97,586 102,584 

経常利益（百万円） － 1,445 1,333 1,474 1,614 

当期純利益（百万円） － 548 511 771 867 

純資産額（百万円） － 6,812 7,787 8,452 8,940 

総資産額（百万円） － 38,481 40,434 43,870 43,297 

１株当たり純資産額（円） － 773.52 884.46 960.10 1,015.37 

１株当たり当期純利益（円） － 61.65 57.57 87.10 97.85 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － 17.7 19.3 19.3 20.6 

自己資本利益率（％） － 8.1 7.0 9.5 10.0 

株価収益率（倍） － 9.1 13.9 9.2 13.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
－ 1,801 249 1,141 2,792 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
－ △526 △1,303 454 394 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
－ △1,934 △882 △825 △3,714 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
－ 3,092 1,154 1,954 1,426 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

－ 

(－) 

547 

(74) 

574 

(90) 

633 

(123) 

634 

(133) 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第65期は、平成13年５月18日付で１株を1.5株に分割する株式分割を実施しております。 

なお、第65期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

４．第66期より連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フロー関係の指標等は記載しておりません。 

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 77,331 82,358 86,848 94,524 98,760 

経常利益（百万円） 518 1,413 1,325 1,458 1,512 

当期純利益（百万円） 248 522 509 772 773 

資本金（百万円） 542 542 542 542 542 

発行済株式総数（株） 8,798,782 8,798,782 8,798,782 8,798,782 8,798,782 

純資産額（百万円） 6,396 6,790 7,755 8,412 8,812 

総資産額（百万円） 37,721 36,348 38,954 42,429 41,727 

１株当たり純資産額 

（円） 
727.02 771.17 880.85 955.57 1,000.86 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)

（円） 

10.00 

(－) 

12.00 

(－) 

16.00 

(－) 

20.00 

(－) 

22.50 

(10) 

１株当たり当期純利益 

（円） 
28.26 58.73 57.30 87.23 87.15 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 17.0 18.7 19.9 19.8 21.1 

自己資本利益率（％） 4.0 7.9 7.0 9.6 9.0 

株価収益率（倍） 19.7 9.6 13.9 9.2 14.6 

配当性向（％） 35.4 20.4 27.9 22.8 25.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
3,386 － － － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
156 － － － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△5,182 － － － － 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
3,751 － － － － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

511 

(－) 

500 

(74) 

533 

(87) 

542 

(116) 

544 

(127) 



２【沿革】 

 当社は、明治23年10月橋本久次郎が、東京市神田区においてパイプ、継手等を販売する個人商店を開業したのが始

まりであります。その後、昭和13年３月株式会社橋本商店の商号をもって法人組織として設立され、今日に至ってお

ります。会社設立後の主な変遷は、次のとおりであります。 

年月 事項 

昭和13年３月 資本金35万円をもって株式会社橋本商店を設立。 

昭和30年２月 住友金属工業㈱のガス管、水道用鋼管等の特約販売店となる。 

積水化学工業㈱の塩ビ管、ポリエチレン管等化成品類の代理店となる。 

昭和31年５月 松下電器産業㈱の代理店となり、住設機器類の販売に本格参入する。 

昭和37年４月 東陶機器㈱の特約販売店となり、衛生陶器・金具類の販売に本格参入する。 

昭和40年４月 ㈱北澤バルブ（現在の㈱キッツ）の各種バルブの指定代理店となる。 

昭和41年９月 三菱電機㈱のエアコン等住設機器の特約店となる。 

昭和42年７月 ㈱荏原製作所の各種ポンプの特約店となる。 

以後管材、住設機器メーカー各社の特約代理店となり、取扱商品を拡大。 

昭和44年１月 東京都江東区猿江１丁目に鉄筋コンクリート造４階建ての深川配送センターを建設。 

昭和45年２月 社名を橋本総業株式会社と改称。 

11月 本社新社屋竣工。 

昭和48年３月 埼玉県久喜市六万部に北関東支店並びに久喜配送センターを開設。 

昭和49年５月 青森県三戸郡五戸町豊間内に配送センターを開設。 

８月 仙台市本町（宮城県管工事会館ビル）に東北支店を開設。 

昭和50年４月 宮城県黒川郡大衡村大衡に配送センターを開設。 

昭和55年８月 海老名市に西部支店と厚木配送センターを開設。 

昭和59年３月 千葉県白井町に東関東支店並びに白井配送センターを開設。 

９月 東北支店の営配一体化を図る為、支店・配送センターを仙台市内に移転し、新東北支店としてオ

ープン。 

昭和60年５月 新潟市に新潟営業所を開設。 

昭和62年４月 神奈川県横浜市中区に横浜支店並びに横浜配送センターを開設。 

長野市に長野支店並びに長野配送センターを開設。 

昭和63年２月 東京都武蔵村山市に多摩支店並びに多摩配送センターを開設。 

平成元年５月 新潟営業所を移転し、配送センターを併設して新潟支店とする。 

９月 静岡県沼津市に東海支店並びに沼津配送センターを開設。 

平成３年４月 大阪市北区に関西営業所を開設。 

西部支店を発展解消し、山梨県昭和町に山梨支店並びに甲府配送センターを開設。併せて横浜支

店の営業範囲を拡充し神奈川支店と改称。 

５月 福島県郡山市に福島支店並びに郡山配送センターを開設。 

平成４年６月 群馬県佐波郡玉村町に群馬支店並びに群馬配送センターを開設。 

平成５年６月 岩手県盛岡市に北東北支店並びに北東北配送センターを開設。 

平成６年６月 茨城県土浦市に茨城支店並びに茨城配送センターを開設。 

10月 名古屋市中村区に名古屋営業所を開設。 

平成８年７月 関西営業所を移転し、配送センターを併設して関西支店とする。 

７月 多摩支店並びに多摩配送センターを立川市砂川町に移転。 

10月 名古屋営業所を移転し、配送センターを併設して中部支店とする。 

平成９年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成10年２月 栃木県宇都宮市に栃木支店並びに栃木配送センターを開設。 

平成11年９月 深川配送センターを閉鎖し、東京都江東区東雲２丁目に東雲配送センターを開設。 

平成13年６月 関西支店の事務所を大阪市西区に、また同支店の配送センターを大阪市大正区に移転。 

平成14年７月 大明工機株式会社（現連結子会社）の株式取得。 

平成15年９月 貸金業者登録 登録番号 東京都知事（１）第２７８３３号。 

平成15年10月 土木関係の販売体制づくりのため、関西第２配送センターを新設。 

  静岡県浜松市に浜松支店並びに浜松配送センターを開設。 

 



年月 事項 

平成16年２月 北海道札幌市に北海道支店並びに北海道配送センターを開設。 

  新潟支店並びに新潟配送センターを新潟市豊１丁目に移転。 

平成16年３月 子会社である株式会社ハットリビング（旧社名 橋本機設株式会社）が東京ガス株式会社のエネ

スタ業務（国分寺）の営業を譲受ける。 

平成16年９月 広島県広島市に中国営業所を開設。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年４月 石川県金沢市に北陸支店並びに北陸配送センターを開設。 

青森県青森市に青森支店並びに青森配送センターを開設。 

 平成17年５月 関西第２配送センターを閉鎖、大阪市大正区の関西第１配送センターの機能を拡充。 

 平成17年６月 福岡県福岡市東区に九州支店並びに九州配送センターを開設。  

 平成18年１月 岡山県岡山市に中国支店並びに中国配送センターを開設。 

広島市中区の中国営業所を西区に移転し、広島営業所として開設。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社２社（大明工機株式会社、株式会社ハットリビング）により構成されており、管工

機材、衛生陶器、住宅設備機器、空調機器等の販売を主たる業務としております。 

 事業系統図は下記の通りです。 



 部門ごとの主要商品は、次のとおりであります。 

 当社グループの品目及び販売経路は次のとおりであります。 

部門 主要商品 

管材類 

管類 鋼管、ステンレス管、銅管、鉛管、鉄管等 

継手類 鋼管用継手、ステンレス管用継手、銅管用継手、ドレネジ継手、溶接継手等 

バルブ類 
各種材質汎用バルブ、バタフライバルブ、チャッキ弁、安全弁、減圧弁、調節

弁等 

化成品類 
塩ビ管、ポリエチレン管、ポリプロピレン管、塩ビ管用各種継手類、カラーパ

イプ、ＦＲＰパネルタンク等 

工具関連機材 各種配管用・工作用工具類、電動工具類 

衛生陶器・金具類 
便器・手洗器、洗面器、洗浄便座、センサーシステム、バス、洗面化粧台、水

栓類、シャワー金具類等 

住宅設備機器類 
給湯関連 給湯器、風呂釜、湯沸器等 

厨房関連 システムキッチン、ユニット流し台等 

空調、ポンプ、

その他 

空調関連 ルームエアコン、パッケージエアコン等 

ポンプ類 汎用陸上ポンプ、ラインポンプ、水中ポンプ等 

その他 汎用コンピュータシステム、オフコン、パソコン、携帯電話、ファクシミリ等 

品目 販売経路 

管類 

継手類 

バルブ類 

化成品類 

工具関連機材 

衛生陶器・金具類 

給湯・厨房関連 

空調関連 

ポンプ類 

その他 

バルブ類 

  

  

 



 （注） 特需部門とは、大口需要先（サブコン）への直接販売をいいます。又、ルート部門とは、二次店への販売（卸

売）をいいます。 

４【関係会社の状況】 

 （注）１．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

２．特定子会社に該当しております。 

５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３．臨時従業員には、パートタイマー及び契約社員を含めております。 

４．当社グループは、主に管工機材、住宅設備機器等の卸業者として、管材類、衛生陶器・金具類、住宅設備機

器類及び空調類の仕入、販売を行なっております。当該事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグ

メントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超で

あるため、事業の種類別セグメントの情報の記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３．臨時従業員には、パートタイマー及び契約社員を含めております。 

４．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含みます。 

(3）労働組合の状況 

品目 販売経路 

住宅設備機器類 

  

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 
又は被所有割合 

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 

大明工機株式会社 

東京都中央区湊

１丁目１番12号 
30 管工機材の販売 100 

商品の販売及び仕

入 

役員の兼任あり 

（連結子会社） 

株式会社ハットリビ

ング（注）２ 

東京都中央区日

本橋小伝馬町９

番９号 

90 

ガス機器、機材の

販売、ガス工事の

請負及びメンテナ

ンス業務 

100 

役員の兼任あり 

借入金に対する債

務保証あり 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 
634 

(133) 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（百万円） 

544 

(127) 
33.8 9.1 4 



 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

（マーケットの状況） 

 当連結会計年度のわが国の建設業界においては、下記の投資推移が見込まれており、当連結会計年度における市場

規模は前年とほぼ同額であったと考えております。 

（建設経済研究所、富士経済資料より当社推定） 

  

（営業の経過及び成果） 

 このような状況下、当社グループは、売上の増強、営業収益力の向上、財務体質の強化に取組んでまいりました。

 その結果、連結ベースの売上高は102,584百万円（前年同期比＋5.1％）、売上総利益は9,577百万円（同＋3.4％）

となりました。販売費及び一般管理費は8,151百万円（同＋3.5％）で営業利益は1,425百万円（同＋2.9％）となりま

した。また、営業外損益の黒字が増加したことにより、経常利益は1,614百万円（同＋9.5％）となりました。 

 特別損益に投資有価証券売却益860百万円等を計上した一方、貸倒引当金繰入額937百万円等を計上したことによ

り、当期純利益は867百万円（同＋12.5％）となりました。  

  

  部門別状況は以下の通りです。 

 ①管材類 

 当連結会計年度における管材類は、原油をはじめとする素材の高騰が続いており、順次値上げが続いています。 

 以上の状況を踏まえ、当社グループは市況に応じた適正な価格対応と、どの地域でも全ての商品ニーズに応えるフ

ルラインの即納体制を目指した結果、当部門全体の売上高は40,483百万円（同＋8.6％）となりました。 

  

主要な商品 市 場 動 向 当社の対応  

 パイプ 

 鉄鉱石、亜鉛、銅、ニッケル他の素材高

に伴ない、順次値上げ。住宅設備用途は樹

脂化が進む。 

 鋼管類はさらなる減産により鋼管を中心を

した品薄感が予想され、引続き必要量の確保

と安定した供給体制を維持。 

 継手 

 パイプ同様、素材高に伴ない、順次値上

げ。樹脂化に伴ない鋳鉄素材継手の規模は

縮小。 

  樹脂継手、ステンレス継手の多様化に向

け、全メーカーの取扱とシステム加工化を図

る。 

 バルブ 

 ５～６月前後に建値の改定が行われ、鋳

鉄製品、ステンレス製品等を中心に品薄状

態となりました。 

 各種プラント向けの需要増が今後とも予想

され、在庫、自動弁加工の納期対応が必須。 

 化成品 
 原油の高騰により塩ビ、樹脂関連商品の

値上実施。塩ビはメーカー再編、集約へ。 

 在庫のフルライン化、システム配管対応、

即納体制の充実を図る。 



 ②衛生陶器・金具類（ＴＯＴＯ製品） 

 衛生陶器、金具類は、分譲、賃貸住宅の増加、リフォーム需要の増加はあったものの、主力分野である戸建住宅の

減少に伴ない、若干のマイナスとなりました。 

 以上の状況を踏まえ、当部門全体の売上高は33,610百万円（同△0.8％）となりました。 

  

 ③住宅設備機器類 

 全体的に堅調といえるリフォーム、取り替え需要に支えられたこと、高価な多機能型機器に消費者ニーズがシフト

したことなどから、総じて順調に推移しました。 

 以上の状況を踏まえ、当部門全体の売上高は14,187百万円（同＋15.3％）となりました。なお当連結会計年度よ

り、「④空調、ポンプ、その他」に含めていた旧松下電産の商品（前連結会計年度売上高1,080百万円）を当部門に

含めております。 

④空調、ポンプ、その他 

 空調機器は記録的な猛暑により大幅に伸長した前連結会計年度と同様、当連結会計年度の売上高も堅調でした。一

部メーカーにより先行値上げが行なわれましたが、足並みがそろわず市況はやや混乱しました。換気設備、ポンプも

高機能化による価格の引上げがみられました。 

主要な商品 市 場 動 向 当社の対応  

 レストルーム 

(トイレ廻り商

品) 

 清掃性を重視した「フチなし、トルネー

ド便器」や便器・便座の一体型「ネオレス

ト・シリーズ」など、リモデル向けを中心

とした商品の高付加価値化が進む一方、賃

貸向けを中心に低価格化も浸透。 

 新築時の物件受注策、戸建への一体型便器

拡販策、水工店の取替需要取組喚起策をそれ

ぞれ展開。洗浄便座は主力として品揃え。 

  

  

バス、キッチ

ン、洗面（シス

テム商品） 

 新築・リフォーム市場を中心にシステム

バス、システムキッチンなどのシステム商

品が堅調に推移。 

 拡販に必要な社員の現場調査の能力向上に

取組。更に販売店営業員に展開。施工力の充

実に取組。 

主要な商品 市 場 動 向 当社の対応  

 給湯機器 

 ガス、石油機器は暖房兼用型、高性能型

が市場単価を押し上げ台数減をカバー。エ

コキュートの普及により全電化率が上昇。 

 高機能機による戸建分野への対応と、単機

能機による集合物件対応。エコキュート研

修、取組みを強化。 

 厨房設備 

 静音型シンクや上下する食器棚など、使

い勝手を追求した商品が多く発売。取替は

悪徳リフォームの影響受け減少。 

 各メーカーとの情報交換の機会を増やし、

ショールームを使った研修会の実施。施工

力、現場調査力の強化。 

 浴室設備 

 照明やシャワー、手すり等を工夫した商

品、ユニバーサルデザイン商品が発売。集

合用はマンション好調だが、新築価格厳し

い。取替需要が顕在化。 

 施工、現場調査力の強化。納入、完了管理

まで徹底。集合取替需要対応。 

  

  

 洗面設備 

 システム洗面やユーティリティ対応商

品、個性的なボール、水栓、シャワー搭載

商品が市場へ。 

 単体からシステム洗面まで多様なニーズに

対応する市場重視の営業を展開。 

  

主要な商品 市 場 動 向 当社の対応  

 空調機器 

 エアコンは換気機能付高級型が一般化

し、設備用普及型と市場を二分。パッケー

ジ型は従来の配管、配線が使える更新用マ

ルチが一般化。 

 エアコンは集合物件タイプとあわせ、高機

能機への取組みを強化。機種選定の能力強

化。 

  

 換気設備 
 市場規模は横這い。集合住宅用24時間換

気対応品が増加。工場設備用途は増加。 

 ビル、産業系は空質・省エネ重視のトータ

ル提案。 

 



 以上の状況を踏まえ、売上高は14,303百万円（同＋1.2％）となりました。なお当連結会計年度より、旧松下電産

の商品（前連結会計年度売上高1,080百万円）を当部門から除いております。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ528百万円減

少（同△27.0％）し、当連結会計年度末には1,426百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は2,792百万円（同＋144.7％）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益

が1,482百万円計上されたこと及び債権売却未収入金の減少等によるものです。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、得られた資金は394百万円（同△13.2％）となりました。これは主に投資有価証券の売却による

ものです。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は3,714百万円（同＋350.0％）となりました。これは主に借入金の返済及び社債償

還によるものです。 

 以上により、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、1,426百万円となりました。 

２【仕入及び販売の状況】 

(1)仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、実際仕入価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

主要な商品 市 場 動 向 当社の対応  

 ポンプ・水槽 

 ポンプは取り替え需要が堅調ながら台数

は横ばい。水槽は都市部の増圧ポンプの置

換えが進行。 

 ポンプ、水槽ともに更新需要の取り込みと

産機（工場）分野の開拓。 

  

事業部門の名称 金額（百万円） 前期比（％） 

管材 

（管類、継手類、バルブ類、化成品類、工具関連機材） 
36,375 107.2 

 衛生陶器・金具類 30,740 98.2 

 住宅設備機器類 

 （給湯、厨房関連等） 
12,858 115.2 

空調、ポンプ、その他 

（空調関連、ポンプ類、その他） 
13,085 101.1 

合計 93,059 104.2 



(2)販売実績 

 当連結会計年度の商品販売実績を部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

当社グループの対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループのマーケットである建設業界においては、以下のような市場規模およびマーケットトレンドが見込ま

れ、全体として昨年とほぼ同額の市場規模が続くと考えております。 

（建設経済研究所、富士経済資料より当社推定） 

  

 このようなマーケット状況のなかで、当社グループは今後とも一層のシェアアップと新規開拓をすすめ、売上の増

強と利益の確保を図ってまいります。そのために以下の10の基本戦略を具体的に展開してまいります。 

  

事業部門の名称 金額（百万円） 前期比（％） 

管材 

（管類、継手類、バルブ類、化成品類、工具関連機材） 
40,483 108.6 

 衛生陶器・金具類 33,610 99.2 

 住宅設備機器類 

 （給湯、厨房関連等） 
14,187 115.3 

空調、ポンプ、その他 

（空調関連、ポンプ類、その他） 
14,303 101.1 

合計 102,584 105.1 

 ① 事業戦略 － 設備商品の流通とサービスで卸No.１を目指す 

 ② 地域戦略 － 地域ごとのＣＳ度を上げ、機能No.１へ 

 ③ 成長戦略 － 増分（成長）分野への取組みを倍増 

 ④ 得意先戦略 － 購買代理機能により、得意先シェアトップに 

 ⑤ 仕入先戦略 － 販売代理機能により、仕入先トップディーラーに 

 ⑥ 販促戦略 － 得意先、仕入先、当社の３位１体で販促（みらい）活動を 

 ⑦ サポート戦略 － 多機能サポートを通じ、販売店の営業力強化を 

 ⑧ サービス戦略 － ソリューションをサービス事業に 

 ⑨ 効率化戦略 － 業務改善活動と一貫したしくみ（システム）の構築 

 ⑩ 新規戦略 － 新規（商材、得意先、事業）にチャレンジ 



４【事業等のリスク】 

１．建設投資動向の影響について 

  当社グループが卸販売を行っている鋼管、継手、バルブなどの管工機材、衛生陶器、住宅機器等は、民間住宅設

備投資を中心とする建設投資に関連して需要が発生します。このため、当社グループの業績はこれら建設投資動向

の変動により影響を受ける可能性があります。 

  

２．仕入価格の変動について 

  当社グループの取扱う商品の仕入価格は、仕入先のメーカーにおける原材料仕入価格の変動等により、変動する

可能性があります。 

  当社グループでは仕入価格の変動に対し迅速かつ柔軟に対応していく所存でありますが、仕入価格が短期間に大

きく変動した場合、仕入価格の変動を販売価格に転嫁するまでに一定の期間を要するため、充分な価格転嫁ができ

ない期間が生じることから、売上総利益率の低下を招き、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

  

３．取引先の信用リスクについて 

(1)長期滞留債権について 

  当社グループの販売先は主に建設関連資材等の二次卸会社となっておりますが、建設関連業界を取巻く近年の厳

しい経営環境を反映して、当連結会計年度末の連結ベースの長期滞留債権の残高は1,604百万円となっており、当

該債権に対しては担保等、回収可能性があるものを除き、1,365百万円を貸倒引当金として計上しております。 

  当社グループは販売先の信用リスクにつきまして、慎重な信用調査を実施しておりますが、今後販売規模を拡大

していく中、想定以上の貸倒れが発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

(2)貸付金について 

  当社グループでは、地域的に営業上重要性が高いと判断した特定の得意先に対して、長・短期の貸付を行ってお

ります。当連結会計年度末の連結ベースにおけるこれら貸付金残高は、取引先８社に対し1,891百万円となってお

り、当該貸付金に対する担保247百万円控除後の1,644百万円に対しては、回収可能性があるものを除き1,136百万

円の個別引当を行っております。 

  なお、貸付方針としては営業上の観点から、個別に精査し、原則として期中の短期運転資金のみに限定しており

ます。 

  これら貸付先企業の中には、債務超過となっている企業、あるいは直近期において赤字を計上している企業があ

り、当社グループは今後も取引先への貸付について、慎重な信用調査により対応していく所存でおりますが、取引

先の経営状態が想定以上に悪化した場合などに、債権回収が滞ることにより、当社グループの業績が影響を受ける

可能性があります。 

  

(3)手形割引について 

  当社は、平成15年９月に東京都より貸金業者の登録を受け、取引先に対する当該業務を拡大させていく方針であ

ります。これは当社が取引先の資金繰りを支援し、取引先が営業活動に専念することが当社グループの業績に対し

てもプラスとなる面が大きいとの判断によるものですが、当該業務におきまして、手形振出先企業の経営状態の悪

化等により、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  

４．特定仕入先への依存について 

  当連結会計年度の当社グループの連結ベースにおける仕入総額の33.0％が、東陶機器株式会社からの仕入となっ

ております。当社の取扱う衛生陶器部門の大部分の商品が同社からの仕入によるものであり、今後何らかの要因に

より同社との取引が不能となった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５．法的規制等について 

  当社グループの主な仕入先である管工機材、衛生陶器、住宅機器等のメーカーは、「水道法」「建設基準法」

「リサイクル関連法」等の法的規制の影響を受ける可能性があり、過年度におきましては、これら法的規制の改正

が、当社グループの仕入先メーカーの生産コストを押し上げる要因となった事例があります。 

  このため、今後当社グループの取引先に関連する法的規制の強化・緩和・改正・改定等により、当社グループの

業績が影響を受ける可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成に当りまして、より慎重な判断を要し、財政状態及び経営成績に影響を与える項目

は主に下記の通りです。 

  

たな卸資産の評価 

 たな卸資産は主として総平均法による低価法で評価しており、中間連結決算日、連結決算日を基準日として、実地

棚卸を行っております。また、陳腐化したたな卸資産に関しては、毎期減損処理しております。 

  

貸倒引当金の計上 

 債権の貸倒による損失に備えるため、債権種別毎に分類し、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に相手先の業績・債権残高・財務状況・保全状況（担保）等を考慮して、貸倒引当金を

計上しております。このため相手先の財務状況等が悪化した場合は、貸倒引当金を積み増すこととなるため、損益に

マイナスの影響を与える可能性があります。 

  

債権売却未収入金 

 信託方式による受取手形債権の流動化に伴い、保有する劣後信託受益権及びファクタリング方式による流動化に伴

う支払留保未収額を計上しております。債権売却未収入金額は、手形の流動化・金額の増減により影響を受けます。

  

繰延税金資産 

 繰延税金資産については、その回収可能性を慎重に検討した上で、回収可能性があると認められるものについての

み貸借対照表上に繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の計上は、予測される将来における課税所得見積

額により影響を受けます。 

  

退職給付関連 

 当社グループは、確定給付型の制度として、当社は適格退職年金制度及び退職一時金制度を、連結子会社は、退職

一時金制度を設けております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算は、その計算の際に使用された計算基礎率に

より異なります。これらの計算基礎率には、割引率・年金資産の期待運用収益率等が含まれます。使用した計算基礎

率は、妥当なものと考えておりますが、計算基礎率自体の変更により、退職給付引当金及び退職給付費用に影響を与

える可能性があります。 

 また、役員の退職慰労金につきましては、内規に基づき期末要支給額の100％を引当計上しております。 

  



有利子負債 

 当社グループの連結ベースの平成17年３月期の有利子負債残高（短期借入金・長期借入金・社債・手形割引）は、

11,482百万円、平成18年３月期の同残高は8,397百万円であり、同期の連結総資産に対する割合はそれぞれ26.2％、

19.4％となっております。これは、当社が現金支払を主体としてることに関連しておりますが、今後支払手形を増や

していくことやファクタリングへの移行を推進することにより、さらに有利子負債残高を削減してまいります。 

(2)当連結会計年度の財政状態の分析 

（資産） 

 資産合計は、前連結会計年度末に比べて、573百万円減少（1.3％減）し、43,297百万円となりました。 

 流動資産の減少は、主に手形ファクタリング時に一時資金を留保される「債権売却未収入金」が減少したこと及び

売上債権が増加したこと等によるものです。 

 固定資産の主な減少要因は、貸倒引当金を積増したことによるものです。 

  

（負債） 

 負債合計は前連結会計年度末に比べて、1,061百万円減少（3.0％減）し、34,356百万円となりました。 

 流動負債の主な増加要因は、支払手形及び買掛金が1,594百万円増加したこと及び一年内返済予定長期借入金が726

百万円増加したことによるものです。 

 固定負債の主な減少要因は、長期借入金が2,485百万円の減少したこと及び社債の償還1,000百万円によるもので

す。 

（資本） 

 資本合計は、前連結会計年度末に比べて、487百万円増加（5.7％増）し、8,940百万円となりました。 

 主な増加要因は、当期純利益により利益剰余金が増加したことによるものです。 

(3)当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの経営成績は、建設投資（民間住宅投資・民間非住宅投資・公共投資）動向に影響され、当連結会計

年度は、民間投資の堅調な推移、新規出店支店の戦力化及び各種営業施策等により、売上高は伸長し、当連結会計年

度の売上高は102,584百万円（前期比5.1％増）となりました。 

  

売上高 

 管材類の売上高は、前連結会計年度に比べ、3,207百万円増収（8.6％増）となり、衛生陶器・金具類の売上高は、

前連結会計年度に比べ、256百万円減収（0.8％減）となり、住設機器類の売上高は前連結会計年度に比べ、1,886百

万円増収（15.3％増）となり、空調機器類・その他の売上高は、前連結会計年度に比べ162百万円増収（1.1％増）と

なりました。 

  

売上総利益 

 売上総利益は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ、313百万円増加（3.4％増）となりました。売上総利

益率は前連結会計年度に比べ、原油をはじめとする素材の高騰に伴う仕入価格の上昇により、0.1％減少しました。 

  

販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は、運賃及び荷造費、支払手数料等の増加により、前連結会計年度に比べ、273百万円増加

（3.5％増）しました。 

  

営業利益 

 以上の結果、営業利益は、前連結会計年度に比べ、40百万円増加（2.9％増）しました。 

  



経常利益 

 経常利益は、前連結会計年度に比べ、140百万円増加（9.5％増）しました。 

  

特別損益 

 収用補償金の受取及び投資有価証券売却に係る特別利益（収用補償金203百万円、投資有価証券売却益860百万円）

及び貸倒引当金繰入額937百万円等を計上した結果、特別損益は131百万円の損失となりました。 

  

当期純利益 

 当期純利益は、前連結会計年度に比べ96百万円増加（12.5％増）しました。 

  

経営成績に重要な影響を与える要因 

 過年度において、売上高は拡大基調にあります。 

 平成14年３月期の営業利益以下の前期比減益要因は、取引先である㈱信和の倒産により貸倒引当金繰入額が増加し

たこと等によるものであります。 

 平成16年３月期の営業利益以下の前期比減益要因は、仕入価格条件が厳しくなり、それを販売価格に転嫁できなか

ったことによるものです。 

 平成17年３月期は過去最高の増収増益となりました。これは、競合他社の倒産による商圏の獲得に加え、新規出店

等により営業地盤を拡大したことによるものです。 

 平成18年３月期は売上総利益は、新規出店及び既存店の各種営業施策が寄与し増益となりましたが、原油をはじめ

とする素材価格の高騰が続いており、これにより仕入価格が上昇し、売上総利益率が0.1ポイント低下しました。 

 以上のような要因が発生した場合、経営成績に影響を与える可能性があります。 

(4)経営戦略の現状と見通し 

 これらの状況を踏まえて、当社グループは経営戦略として定めた前述の事業戦略に基づき、既存分野でのシェアア

ップを図るとともに新規出店を含め、各地域ごとの新規開拓に邁進して、売上高・損益の向上を図り、各地のマーケ

ットリサーチを行ってまいります。 

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの資金状況として、営業活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ、1,651百万円増加

し、2,792百万円となりました。これは主に、債権売却未収入金の減少及び税金等調整前当期純利益が1,482百万円を

計上できたことによるものであります。 

 投資活動の結果得られたキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ、59百万円減少し、394百万円となりまし

た。これは主に、投資有価証券売却及び有形固定資産取得によるものであります。 

 財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ、2,889百万円増加し、3,714百万円となり

ました。これは主に、借入金の返済及び社債の償還によるものであります。 

  



当社グループのキャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  

＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 以上の活動の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、528百万円減少

し、1,426百万円となりました。 

  平成17年3月期 平成18年3月期 

 株主資本比率（％） 19.3% 20.6% 

 時価ベースの株主資本比率（％） 16.0% 25.9% 

 債務償還年数（年） 10.1年 3.1年 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ 2.8倍 8.4倍 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、営業力強化のため、支出総額で423百万円の設備投資を実施しました。  

 主なものは、賃借物件であった北海道支店の土地・建物の新規購入266百万円、静岡支店の建物改築工事36百万円

であります。 

 その他、既存店舗・配送センター内の設備拡張・改装工事等のため、121百万円の設備投資を実施しました。 

２【主要な設備の状況】 

(1)提出会社 

 当社は、管工機材・住宅設備機器の販売（卸売）を中心として国内において28事業所を運営しております。ま

た、国内に賃貸物件を３物件、厚生施設等を６物件有しております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物及び構築物 

（百万円） 

機械装置 
及び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 

（東京都中央区） 
販売管理設備 63 0 

411 

(399)
5 480 

149 

(24)

産機支店 

（東京都中央区） 
販売設備 － － － 0 0 

8 

(1)

東雲配送センター 

（東京都江東区） 
配送設備 235 12 

2,723 

(8,815)
36 3,007 

24 

(19)

北海道支店 

（札幌市白石区） 
販売配送設備 42 － 

233 

(4,310)
1 277 

8 

(2)

北東北支店 

（岩手県紫波郡矢巾

町） 

〃 0 － － 0 0 
16 

(3)

青森支店 

 （青森県青森市） 
 〃 2 0 － 1 3 

7 

(4)

東北支店 

（仙台市若林区） 
〃 0 － － 1 1 

23 

(12)

福島支店 

（福島県郡山市） 
〃 45 0 

63 

(2,297)
0 109 

14 

(1)

群馬支店 

（群馬県佐波郡玉村

町） 

〃 77 0 
109 

(3,177)
0 187 

18 

(7)

埼玉支店 

（さいたま市北区） 
販売設備 5 － － 0 5 

27 

(7)

久喜配送センター 

（埼玉県久喜市） 
配送設備 24 0 

234 

(7,652)
2 261 

5 

(2)

栃木支店 

（栃木県宇都宮市） 
販売配送設備 0 0 － 1 2 

18 

(2)

新潟支店 

（新潟県新潟市） 
〃 60 － 

175 

(4,108)
2 237 

16 

(2)

長野支店 

（長野県長野市） 
〃 0 － 

36 

(368)
0 37 

15 

(2)

北陸支店 

（石川県金沢市） 
〃 1 － － 1 3 

9 

(3)

 



 （注）１．当社は事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

２．帳簿価額のうち、「その他」は器具備品であります。 

３．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

４．リース契約等による主な賃借設備は、次のとおりであります。これは、所有権移転外ファイナンス・リース

であります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
(人) 建物及び構築物 

（百万円） 

機械装置 
及び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

茨城支店 

（茨城県土浦市） 
〃 56 0 

25 

(985)
0 83 

17 

(1)

千葉支店 

（千葉県白井市） 
〃 22 － 

271 

(3,044)
1 295 

24 

(4)

多摩支店 

（東京都立川市） 
〃 2 0 － 2 5 

22 

(4)

山梨支店 

（山梨県中巨摩郡昭和

町） 

〃 2 0 － 1 3 
15 

(3)

神奈川支店 

（横浜市中区） 
〃 3 0 － 1 5 

35 

(1)

静岡支店 

（静岡県沼津市） 
〃 71 0 

86 

(1,227)
2 160 

16 

(2)

中部支店 

（名古屋市南区） 
〃 7 0 － 1 8 

17 

(5)

浜松支店 

（静岡県浜松市） 
〃 1 － － 0 2 

9 

(2)

関西支店 

（大阪市西区） 
販売設備 － － － 0 0 

16 

(6)

関西配送センター 

（大阪市大正区） 
配送設備 4 － － 0 5 

3 

(1)

中国支店 

（岡山県岡山市） 
販売配送設備 5 3 － 0 9 

8 

(2)

広島営業所 

（広島市西区） 
販売設備 － － － － － 

1 

(1)

九州支店 

（福岡市東区） 
販売配送設備 22 6 

220 

(2,988)
2 251 

4 

(4)

営業設備計  759 26 
4,591 

(39,374)
71 5,449 

544 

(127)

イトーピア橋本他賃貸

全３物件 
賃貸物件等 1,005 3 

833 

(1,035)
0 1,842 

－ 

(－)

西武ヴィラ苗場他厚生

施設等全６物件 
〃 55 － 

206 

(2,306)
0 262 

－ 

(－) 

名称 台数 リース期間（年）
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

本社・支店コンピュータシステム 一式 ３～６ 88 163 

倉庫用ラック 一式 ７～８ 15 89 



(2)国内子会社 

 （注）１．当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３．リース契約等による主な賃借設備は、次のとおりであります。これは、所有権移転外ファイナンス・リース

であります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

大明工機㈱ 
本社 

(東京都中央区) 
販売管理設備 0 － － 0 0 

24 

(1)

同上 
石巻営業所 

(宮城県石巻市) 
販売配送設備 0 － 

8 

(713)
0 9 

5 

(－)

同上 

日南営業所(宮

崎県日南市)他

６営業所 

販売配送設備 5 0 
10 

(330)
0 16 

14 

(1)

同上 
大明ビル 

(東京都中央区) 
賃貸物件 174 － 

30 

(129)
0 204 

－ 

(－)

㈱ハットリビング 

本社 

(東京都中央区)

他１事業所 

店舗及び本部 10 0 － 1 12 
47 

(4)

名称 台数 リース期間（年） 
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

本社・営業所 

コンピューターシステム他 
一式 ４～５ 3 14 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2)【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） １株を1.5株に分割 

(4)【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式240株は、「個人その他」に２単元及び「単元未満株式の状況」に40株含めて記載しております。 

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が31単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 19,000,000 

計 19,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数 
（株） 

(平成18年６月30日) 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,798,782 8,798,782 ジャスダック証券取引所 － 

計 8,798,782 8,798,782 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年５月18日 

（注） 
2,932,927 8,798,782 － 542 － 434 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 19 5 98 5 － 1,055 1,182 － 

所有株式数（単元） － 10,044 345 28,385 938 － 48,262 87,974 1,382 

所有株式数の割合

（％） 
－ 11.41 0.39 32.26 1.07 － 54.87 100 － 



(5)【大株主の状況】 

(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,100株（議決権31個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社ハット企画 東京都中央区日本橋小伝馬町9-9 1,733 19.70 

橋本 政昭 東京都新宿区市谷左内町21-8 1,578 17.94 

橋本総業従業員持株会 東京都中央区日本橋小伝馬町9-9 476 5.41 

橋本 政雄 東京都渋谷区松濤1-8-13 438 4.98 

橋本総業取引先持株会 東京都中央区日本橋小伝馬町9-9 239 2.72 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 225 2.56 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 116 1.32 

阪田 貞一 神奈川県横浜市神奈川区片倉町4-26-11 114 1.30 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 90 1.02 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地7-18-24 90 1.02 

計  5,101 57.98 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    200 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,797,200 87,972 － 

単元未満株式 普通株式   1,382 － － 

発行済株式総数 8,798,782 － － 

総株主の議決権 － 87,972 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

橋本総業株式会社 

東京都中央区日本

橋小伝馬町9-9 
200 － 200 0.0 

計 － 200 － 200 0.0 



(7)【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 利益配分については、収益力の向上を図ることにより、株主に対し安定した配当を行うとともに、業績に応じた利

益還元を行なうことを基本方針としております。 

 併せて、一定の内部留保金を確保することにより、財務体質の強化と健全な経営基盤の維持に努めてまいります。

 このような方針に基づき、当期におきましては、普通配当を１株につき12円50銭、平成18年３月期中間配当の10円

とあわせまして年間22円50銭（平成17年３月期より２円50銭増配）と決定しました。 

 なお、第69期の中間配当についての取締役会決議は、平成17年11月22日に行なっております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第65期 第66期 第67期 第68期 第69期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 657 680 900 900 1,370 

最低（円） 500 465 550 679 762 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,030 1,000 1,130 1,300 1,370 1,310 

最低（円） 899 935 1,000 1,060 1,130 1,200 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株） 

代表取締役 会長 橋本 政雄 大正12年７月10日生 

昭和20年11月 当社入社 

昭和21年３月 監査役就任 

昭和22年３月 常務取締役就任 

昭和23年８月 代表取締役社長就任 

平成２年10月 代表取締役会長就任（現）

438 

代表取締役 社長 橋本 政昭 昭和25年８月15日生 

昭和51年４月 住友金属工業株式会社入社

昭和53年10月 当社入社 

昭和55年３月 取締役就任 

昭和57年２月 専務取締役就任 

昭和60年３月 取締役副社長就任 

平成２年10月 代表取締役社長就任（現）

1,578 

専務取締役 管理本部長 阪田 貞一 昭和25年10月４日生 

昭和51年４月 新日本製鐵株式会社入社 

平成４年４月 当社入社 

平成４年７月 企画本部長兼管理副本部長就任 

平成５年６月 取締役企画本部長兼管理副本部長就任 

平成７年10月 取締役管理副本部長就任 

平成８年４月 取締役神奈川ブロック長就任 

平成８年12月 取締役管理副本部長就任 

平成９年６月 常務取締役管理本部長就任 

平成18年６月 専務取締役管理本部長就任（現） 

114 

専務取締役 営業本部長 衣斐 輝夫 昭和17年９月20日生 

昭和40年３月 当社入社 

昭和59年３月 特需一部長就任 

平成２年４月 取締役特需一部長就任 

平成６年７月 取締役特需ブロック長就任 

平成８年４月 取締役東京ブロック長就任 

平成９年４月 取締役商品統括ブロック長就任 

平成９年６月 常務取締役商品統括ブロック長就任 

平成13年４月 常務取締役商品統括・特需分掌就任 

平成15年６月 常務取締役営業本部長就任 

平成18年６月 専務取締役営業本部長就任（現） 

31 

常務取締役 

商品本部長・

東陶住設商品

事業部長・株

式会社ハット

リビング代表

取締役 

鈴木 了 昭和23年３月24日生 

昭和45年10月 当社入社 

平成９年４月 住設商品部長就任 

平成11年６月 取締役商品統括担当就任 

平成13年４月 取締役商品統括ブロック長兼特需ブロック長

就任 

平成15年３月 取締役営業副本部長兼特需ブロック長兼住設

商品センター・特需５部管掌就任 

平成15年10月 取締役営業副本部長兼関西ブロック長兼住設

空調商品センター・特需４部・５部管掌就任 

平成17年２月 取締役営業副本部長兼住設商品部長・特需５

部管掌就任 

平成17年４月 取締役商品企画部長・住設商品部長・ガス営

業部長・株式会社ハットリビング代表取締役

就任（現） 

平成18年６月 常務取締役就任・商品本部長・東陶商品事業

部長（現） 

19 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株） 

取締役 

ブロック長 

（多摩・山梨

支店管掌）・

営業支援セン

ター長 

田代 元久 昭和21年６月４日生 

昭和38年11月 当社入社 

昭和63年４月 多摩支店長就任 

平成８年４月 西関東ブロック長就任 

平成８年６月 取締役西関東ブロック長就任 

平成15年３月 取締役営業副本部長兼東陶商品センター管掌

就任 

平成17年４月 取締役九州ブロック長・東陶商品部長就任 

平成17年６月 取締役東陶商品部長就任 

平成18年６月 取締役ブロック長（多摩・山梨支店管掌）・

営業支援センター長（現） 

16 

取締役 

ブロック長 

（産機支店管

掌）・大明工

機株式会社代

表取締役 

橋ヶ谷 芳朗 昭和27年２月２日生 

昭和49年10月 当社入社 

平成４年３月 東京支店部長就任 

平成８年４月 東京支店長就任 

平成９年４月 東京ブロック長就任 

平成12年６月 取締役東京ブロック長就任 

平成15年３月 取締役東京ブロック長兼大明工機株式会社管

掌就任 

平成15年10月 取締役特需１部・２部・産機支店・東雲配送

センター管掌就任 

平成16年４月 大明工機株式会社代表取締役就任（現） 

平成17年４月 取締役産機ブロック長・物流企画部長就任 

平成18年６月 取締役ブロック長（産機支店管掌）（現） 

18 

取締役 

ブロック長 

（北海道・東

北・福島支店

管掌） 

遠藤 辰之 昭和27年５月７日生 

昭和50年３月 当社入社 

平成５年６月 北東北支店長就任 

平成11年６月 東北ブロック長就任 

平成12年６月 取締役東北ブロック長就任 

平成18年６月 取締役ブロック長（北海道・東北・福島支店

管掌）・地方販促支援（現） 

15 

取締役 

ブロック長 

（千葉・茨

城・神奈川支

店管掌） 

野村 和幸 昭和26年９月８日生 

昭和52年３月 当社入社 

平成６年７月 神奈川支店長就任 

平成15年４月 西関東ブロック長就任 

平成15年６月 取締役西関東ブロック長就任 

平成18年６月 取締役ブロック長（千葉・茨城・神奈川支店

管掌）・首都圏販促支援（現） 

2 

取締役 

ブロック長 

（東京東・中

央・西支店・

住設建材部管

掌） 

田所 浩行 昭和36年10月11日生 

昭和59年３月 当社入社 

平成11年４月 東京支店販売２部部長就任 

平成12年１月 東京中央支店長就任 

平成13年11月 東京中央支店長兼東京東支店長就任 

平成14年４月 東京支店長兼東京住設建材部長就任 

平成16年５月 東京ブロック長兼東京支店長就任 

平成17年４月 東京ブロック長兼東京東支店長就任 

平成17年６月 取締役東京ブロック長兼東京東支店長就任 

平成18年６月 取締役ブロック長（東京東・中央・西支店・

住設建材部管掌）・営業企画担当（現） 

5 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株） 

取締役  辻 民雄 昭和４年２月12日生 

平成３年６月 積水化学工業株式会社 

 専務取締役退任 

平成５年６月 東海積水工業株式会社 

 代表取締役会長退任 

平成８年６月 当社監査役就任 

平成12年６月 監査役退任 

平成12年６月 取締役就任（現） 

4 

常勤監査役  千葉 昭司 昭和９年９月８日生 

昭和32年３月 当社入社 

昭和51年２月 社長室企画部長就任 

昭和60年３月 取締役総務部長就任 

平成４年６月 常務取締役就任 

平成10年３月 常務取締役辞任 

平成10年４月 相談役就任 

平成12年６月 常勤監査役就任（現） 

28 

監査役  三澤 巌 昭和８年７月21日生 

昭和34年３月 当社入社 

昭和51年２月 第二営業部販売三部長就任 

昭和62年３月 取締役西部支店長就任 

平成３年４月 取締役山梨支店長就任 

平成６年４月 取締役西関東ブロック長就任 

平成８年６月 取締役退任 

平成８年６月 常勤監査役就任 

平成12年６月 監査役就任（現） 

24 

監査役  神藏 勉 昭和７年１月９日生 

昭和24年３月 大蔵省入省 

昭和59年７月 小田原税務署長就任 

昭和60年７月 東京国税局直税部 

 資産税課長就任 

昭和62年７月 神奈川税務署長就任 

昭和63年７月 東京国税不服審判所 

 第二部部長審判官就任 

平成元年７月 横浜中税務署長就任 

平成２年７月 大蔵省退官 

平成２年９月 税理士開業 

平成10年６月 当社監査役就任（現） 

1 

 



 （注） １．監査役神藏 勉及び中村 中は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．取締役辻 民雄は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．代表取締役社長橋本政昭は、代表取締役会長橋本政雄の長男であります。  

４．当社では、業務執行の責任と権限を強化・拡充をすることで、取締役会における重要事項の意思決定機能

及び監督機能を強化するため、執行役員制度を導入しました。各執行役員の役職、氏名及び担当は次の通

りであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株） 

監査役  中村 中 昭和25年６月20日生 

昭和49年４月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）入行 

平成13年９月 株式会社東京三菱銀行退職 

平成13年10月 株式会社ユニックラボ（現株式会社ファイン

ビット）代表取締役就任（現） 

平成17年６月 当社監査役就任（現） 

0 

   計 2,300 

執行役員  宇佐見 徳 秋 ブロック長（中部、浜松、静岡支店管掌） 

執行役員  井 上 立 美 管材商品事業部長 

執行役員  岩 田 直 樹 住設商品事業部長、空調商品事業部長 

執行役員  渡 辺 佳 則 ブロック長（中国、九州支店管掌） 

執行役員  橋 本 昭 夫 システム事業部長 

執行役員  巴   正 義 ブロック長（北東北、青森支店管掌） 

執行役員  坂 井 俊 一 ブロック長（長野、新潟、北陸、関西支店管掌） 

執行役員  渡 辺   弘 ブロック長（特需１部、２部、３部、東北特販部管掌） 

執行役員  伊 藤 光太郎 経営管理グループ長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は経営を取り巻く環境の変化に迅速に対応し、効率性を求めた経営を行うとともに、経営の透明性と健全性の

観点からタイムリーなディスクロージャーを重視し、積極的に正確な情報開示を実施し、機動的なＩＲ活動に努めて

おります。 

  

(1)会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

 ①経営管理機構及び業務執行体制 

 取締役11名（提出日現在）のうち社外取締役１名、監査役４名のうち常勤監査役１名、非常勤監査役３名（うち

社外監査役２名）となっております。取締役会は、経営方針や経営戦略の決定を行う機関と位置づけ、さらに取締

役会の意思決定に基づき、各エリアの統轄責任者であるブロック長が責任を持って業務を遂行し、月２回行われる

ブロック長会議で進捗状況を確認する体制をとっております。 

 また、監査役は定められた基準に従い、取締役会及び重要な会議等への出席や財産、取引の調査等を通じ、取締

役の職務遂行の監査を行っております。 

 さらに、必要に応じて開催される経営会議は常務取締役以上の役付取締役で構成され、取締役会に付議する事

項、取締役会から委任された事項等、経営の重要事項について審議しております。 

  

 ②内部統制システムの整備の状況 

 社長の直属の監査室を設置し、業務部門とは分離・独立したセクションとして社内各部門の業務遂行状況を定期

的に監査（行動監査）し、社長に報告するとともに改善を促しております。 

 平成14年にＩＳＯ9001及びＩＳＯ14001を取得し、ＩＳＯ監査等を通じて品質管理及び環境マネジメントの観点

からも各業務部門の業務遂行状況をチェックしております。 

 また、平成17年４月より上記監査室とは別個に管理本部内に監査部を設け、当社及び子会社の決算に直結する財

務・経理事項や売掛債権の回収状況等をチェックし、都度管理本部長に報告するとともに適宜必要な改善策を講じ

ております。 

  

 ③内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査部門、監査役会ともに年間の監査計画書に基づきスケジュールを実行しております。特に監査役会は内

部監査部門との緊密な連携のもと、状況によっては内部監査部門の監査に同行しています。また、内部監査報告書

並びに改善命令書の提出を求め、必要に応じては助言、勧告を致しております。 

 取締役会への提出書類並びに付議事項に就いては、監査役が事前に管理部門担当役員立会のもと閲覧し、監査し

個別にチェックを致しております。 

  

 ④会計監査の状況 

 当社の会計監査を執行した公認会計士は次のとおりであり、また、会計監査に係る補助者は、公認会計士３名、

会計士補６名、その他１名であります。 

 なお、吾妻 裕氏については、第59期事業年度より10年を超える期間監査を執行しておりましたが、第69期中間

会計期間をもって三浦孝昭氏と交代しております。 

 ⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

  会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係に関しては

特別な人的関係、資本的関係等はありません。 

  

 ⑥弁護士、税理士等その他第三者の状況 

 顧問弁護士及び税理士、コンサルタントから必要に応じて専門的なアドバイスを受けられる協力体制となってお

ります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 

 指定社員 業務執行社員 吾妻  裕  あずさ監査法人 

 指定社員 業務執行社員 三浦 孝昭  〃 

 指定社員 業務執行社員 内田 正美  〃 



(2)リスク管理体制の整備の状況 

  ①資金管理 

 ・売上に係る代金回収（売掛金管理）及び仕入に係る支払（買掛金管理）はともに経理部が集中処理を行い、営

業部門から受領する経理データと得意先や仕入先からの証憑との突合等を通じて正確且つ迅速な処理が行える体

制としています。 

 ・一定額以上の経費や投資が発生する案件の決裁は全て営業本部長と管理本部長を経ることとし、起案部門とは

異なる本部による内容チェックを行います。また、営業拠点をはじめ各部門で行われた経費処理は経理部にて個

別に事後チェックしています。 

 ・経理部による処理は別途財務部が会計的・税務的なチェックを行い、必要に応じて監査法人や税理士等の助言

を受け適正な会計・税務処理を行う体制としています。 

  

  ②与信管理 

 ・取引先の与信管理としての売上債権管理は管理本部に所属する調査部が統括し、社外からの情報も勘案の上、

社内ルールに基づき毎日の総債権のチェックを行います。 

 ・月１度の与信会議により営業本部（各ブロック、支店単位）と方針の徹底を図っています。当会議において

は、営業部支店が定期的に提出する報告に基づき、取引先の信用状況及び売上債権のリスク度を調査部がチェッ

クし、各営業部支店における売上債権の健全度に関する認識を統一、一元化する体制としております。 

  

  ③コンプライアンス体制 

 ・当社グループは第69期より、社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、取締役及び従業員が

法令、企業倫理、社内規定の遵守の観点から、適切な日常活動を取り続けるよう推進します。また、弁護士など

外部専門家を活用することにより、業務に関連する法令の制定、改正があれば、必要に応じてコンプライアンス

委員会にて対応を検討していきます。 

 ・取締役及び従業員の「行動規範」を制定し、小冊子を配布、周知徹底を図ります。 

 ・「コンプライアンス相談窓口」を開設し、違法、不当と考えられる行為を発見した場合に、直ちに相談でき

る通報体制を構築します。監査室による社内各部門の定期的監査による、不当行為のチェック、改善を図る体制

は継続していきます。 

  

(3)役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであり

ます。 

（注）公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１

項に規定する業務に基づく報酬 

役員報酬 監査報酬 

    

取締役に支払った報酬 210百万円 

  うち社内取締役 203百万円 

  うち社外取締役 7百万円 

監査役に支払った報酬 18百万円 

計 229百万円 

監査証明に係る報酬 

（注） 

19百万円 

その他 5百万円 

計 24百万円 

 株主総会決議に基づく退職慰労金29百万円  



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、第68期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

(3) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に記載される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりまし

たが、当連結会計年度及び当事業年度より、百万円単位で記載することに変更いたしました。 

  なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第68期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１

日から平成18年３月31日まで）及び第69期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸

表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,954   1,426  

２．受取手形及び売掛金   19,513   21,454  

３．たな卸資産   5,018   5,071  

４．債権売却未収入金等 ※６  2,590   545  

５．繰延税金資産   142   179  

６．その他   548   658  

貸倒引当金   △126   △124  

流動資産合計   29,640 67.6  29,211 67.5 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物及び構築物 ※１ 3,437   3,573   

減価償却累計額  1,467 1,970  1,560 2,012  

(2)機械装置及び運搬具  118   131   

減価償却累計額  94 24  100 31  

(3)土地 
※１ 
※７ 

 5,300   5,722  

(4)建設仮勘定   230   －  

(5)その他  154   192   

減価償却累計額  106 48  118 73  

有形固定資産合計   7,573 17.3  7,839 18.1 

２．無形固定資産        

(1)営業権   34   21  

(2)ソフトウェア   8   －  

(3)その他   23   27  

無形固定資産合計   67 0.1  48 0.1 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券 
※１ 
※２ 

 2,685   3,319  

(2)長期貸付金   2,213   1,767  

(3)長期滞留債権 ※９  1,466   1,604  

(4)保険積立金   1,016   1,053  

(5)敷金及び保証金   494   515  

(6)繰延税金資産   18   17  

(7)その他   488   470  

貸倒引当金   △1,795   △2,551  

投資その他の資産合計   6,588 15.0  6,197 14.3 

固定資産合計   14,229 32.4  14,086 32.5 

資産合計   43,870 100.0  43,297 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   19,760   21,354  

２．短期借入金   80   10  

３．一年内返済予定の長期
借入金 

※１  1,759   2,485  

４．一年内償還予定の社債   1,000   1,000  

５．未払法人税等   84   725  

６．預り金   774   155  

７．賞与引当金   243   189  

８．その他   571   839  

流動負債合計   24,273 55.3  26,761 61.8 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   4,100   3,100  

２．長期借入金 ※１  4,146   1,660  

３．繰延税金負債   498   303  

４．再評価に係る繰延税金
負債 

※７  475   638  

５．退職給付引当金   539   559  

６．役員退職慰労引当金   733   711  

７．預り保証金   541   566  

８．連結調整勘定   110   54  

９．その他   －   0  

固定負債合計   11,144 25.4  7,595 17.6 

負債合計   35,418 80.7  34,356 79.4 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   0 0.0  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※８  542 1.3  542 1.3 

Ⅱ 資本剰余金   434 1.0  434 1.0 

Ⅲ 利益剰余金   6,116 13.9  6,712 15.5 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７  712 1.6  554 1.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  645 1.5  696 1.6 

Ⅵ 自己株式 ※８  △0 △0.0  △0 △0.0 

資本合計   8,452 19.3  8,940 20.6 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  43,870 100.0  43,297 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   97,586 100.0  102,584 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  88,322 90.5  93,006 90.6 

売上総利益   9,263 9.5  9,577 9.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運賃及び荷造費  1,134   1,205   

２．貸倒引当金繰入額  48   1   

３．給与手当  3,194   3,351   

４．賞与引当金繰入額  243   189   

５．退職給付費用  148   139   

６．役員退職慰労引当金繰
入額 

 34   7   

７．その他  3,074 7,878 8.1 3,255 8,151 8.0 

営業利益   1,385 1.4  1,425 1.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  86   138   

２．受取配当金  27   36   

３．仕入割引  435   437   

４．賃貸収入  213   181   

５．連結調整勘定償却額  54   55   

６．その他  107 925 1.0 55 906 0.9 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  266   195   

２．手形売却損  144   138   

３．売上割引  193   249   

４．賃貸費用  63   61   

５．その他  168 836 0.9 72 717 0.7 

経常利益   1,474 1.5  1,614 1.6 

Ⅵ 特別利益        

１．収用補償金  －   203   

２．土地売却益  105   5   

３．投資有価証券売却益  －   860   

４．会員権売却益  3 108 0.1 － 1,069 1.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．貸倒引当金繰入額  －   937   

２．債権譲渡損  －   135   

３．商品評価損  －   64   

４．建物売却損  87   －   

５．土地売却損  32   －   

６．固定資産除却損 ※２ 0   6   

７．投資有価証券売却損  9   －   

８．金利スワップ解約損  60   －   

９．減損損失 ※３ －   3   

10．その他  － 190 0.2 54 1,201 1.2 

税金等調整前当期純利
益 

  1,392 1.4  1,482 1.4 

法人税、住民税及び事
業税 

 334   879   

法人税等調整額  286 620 0.6 △264 614 0.6

少数株主損失    0 0.0   － － 

当期純利益   771 0.8  867 0.8 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    434   434 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   434  434 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    5,843   6,116 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  771  867  

２．土地再評価差額金取崩
額 

 △360  △2  

３．連結子会社増加に伴う
利益剰余金の増加高 

 7 419 － 864 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  140   263   

２．役員賞与  5 145 5 268 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   6,116  6,712 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  1,392 1,482 

減価償却費  123 132 

社債発行費償却  25 － 

連結調整勘定償却額  △54 △55 

退職給付引当金の増減額（△は減
少） 

 △111 20 

役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少） 

 34 △22 

貸倒引当金の増減額（△は減少）  8 939 

賞与引当金の増減額（△は減少）  △17 △54 

受取利息及び配当金  △113 △175 

仕入割引  △435 △437 

支払利息  266 195 

手形売却損  144 138 

債権譲渡損  － 135 

収用補償金  － △203 

投資有価証券売却損益（△は益）  7 △860 

その他の損益項目  93 33 

売上債権の増減額（△ 
は増加） 

 △1,511 △2,112 

たな卸資産の増減額（△は増加）  △1,003 △53 

債権売却未収入金等の増減額（△
は増加） 

 △511 2,044 

仕入債務の増減額（△は減少）  3,169 1,608 

役員賞与の支払額  △5 △5 

その他  50 25 

小計  1,554 2,777 

利息及び配当金の受取額  547 607 

利息の支払額  △408 △331 

法人税等の支払額  △553 △260 

法人税等の還付額  1 0 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,141 2,792 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出  △475 △763 

投資有価証券の売却による収入  276 1,336 

子会社株式の取得による支出  △1 △0 

貸付けによる支出  △1,677 △1,812 

貸付金の回収による収入  1,804 1,833 

有形固定資産の取得による支出  △290 △423 

有形固定資産の売却による収入  833 38 

収用補償金受取による収入  － 203 

会員権取得による支出  △1 △0 

会員権売却による収入  3 3 

その他  △16 △21 

投資活動によるキャッシュ・フロー  454 394 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額  △130 △70 

長期借入による収入  1,000 － 

長期借入金の返済による支出  △2,979 △1,759 

社債の発行による収入  1,500 － 

社債の償還による支出  △700 △1,000 

社債発行費の支出  △25 － 

株式貸借取引による収入  649 △621 

自己株式の取得による支出  0 △0 

配当金の支払額  △140 △263 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △825 △3,714 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  769 △528 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,154 1,954 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物
の増加額 

 30 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,954 1,426 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

大明工機株式会社 

株式会社ハットリビング 

 同社は当連結会計年度において重

要性が増したため、新たに連結の範

囲に含めております。 

(1)連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

大明工機株式会社 

株式会社ハットリビング 

  

 (2)非連結子会社名称等 

該当事項はありません。 

(2)非連結子会社名称等 

同 左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同 左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同 左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)たな卸資産 

商品 

 主として総平均法による低価法 

(イ)たな卸資産 

商品 

同 左 

 (ロ)有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(ロ)有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同 左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同 左 

 (ハ)デリバティブ 

時価法 

(ハ)デリバティブ 

同 左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

建物（附属設備を除く）……定額法 

  但し連結子会社は定率法 

その他……定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物   ３年～50年 

機械装置及び運搬具 ４年～17年 

(イ)有形固定資産 

同 左 

 (ロ)無形固定資産 

 営業権については、取得後5年間の

均等償却、ソフトウエア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

(ロ)無形固定資産 

同 左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ハ)長期前払費用 

定額法 

(ハ)長期前払費用 

同 左 

(3) 繰延資産の処理方法  社債発行費については、支出時に全

額費用処理しております。 

──────── 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(イ)貸倒引当金 

同 左 

 (ロ)賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額に基づく連結会計期間負担

額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

同 左 

 (ハ)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、連結子会社については簡便法

により計上しております。 

 また、会計基準変更時差異（退職一

時金制度に係る差異245百万円、適格

退職年金制度に係る差異△245百万

円）については、5年による按分額を

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。  

(ハ)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、連結子会社については簡便法

により計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。  

 (ニ)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づき、期末要支給額の

100％を計上しております。 

(ニ)役員退職慰労引当金 

同 左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

(イ)ヘッジ会計の方法 

同 左 

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

・ヘッジ対象 

借入金 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同 左 

・ヘッジ対象 

同 左 

 (ハ)ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャッシュ・

フローを固定する目的でヘッジ取引を

行っております。 

(ハ)ヘッジ方針 

同 左 

 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの

変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フローの変動の累計とを比率分析

する方法により、有効性の評価を行っ

ております。 

 ただし、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているものについては有

効性の評価を省略しております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同 左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、５年間で均等償却し

ております。 

同 左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同 左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同 左 



会計処理の変更 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

──────── 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が３百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１．担保提供資産 ※１．担保提供資産 

(1)資産のうち次のとおり債務の担保に供しており

ます。 

なお、当該金額は、下記(2）の建物及び構築物

（214百万円）並びに土地（2,723百万円）を含

んでおります。 

(1)資産のうち次のとおり債務の担保に供しており

ます。 

  なお、当該金額は、下記(2)の建物及び構築物

（213百万円）並びに土地（2,723百万円）を含

んでおります。 

   

 建物及び構築物 477百万円 

 土地 3,398百万円 

計 3,876百万円 

   

   

 建物及び構築物 476百万円 

 土地 3,398百万円 

計 3,875百万円 

   

上記に対する債務 上記に対する債務 

 長期借入金 2,050百万円  長期借入金 2,050百万円 

(2)取引上の債務に対する保証として次の資産を担

保に供しております。 

(2)取引上の債務に対する保証として次の資産を担

保に供しております。 

 建物及び構築物 214百万円 

 土地 2,723百万円 

 投資有価証券 345百万円 

計 3,283百万円 

 建物及び構築物 213百万円 

 土地 2,723百万円 

 投資有価証券 624百万円 

計 3,560百万円 

※２．貸付投資有価証券 

 投資有価証券のうち、895百万円については貸株

に提供しております。 

※２．貸付投資有価証券 

 投資有価証券のうち、125百万円については貸株

に提供しております。 

３．保証債務 

 従業員の住宅建設資金の借入金56百万円につ

き、㈱三井住友銀行に債務保証を行っておりま

す。 

３．保証債務 

 従業員の住宅建設資金の借入金49百万円につ

き、㈱三井住友銀行に債務保証を行っておりま

す。 

４．受取手形割引高 ４．受取手形割引高 

 受取手形割引高 397百万円  受取手形割引高 141百万円 

５．手形債権流動化に伴う買戻義務額 ５．手形債権流動化に伴う買戻義務額 

  －百万円   2,262百万円 

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※６．債権売却未収入金等 

 債権売却未収入金等は、信託方式による受取手

形債権の流動化に伴い保有する劣後信託受益権

(640百万円)及びファクタリング方式による流動化

に伴う当該債権の支払留保未収額(1,950百万円)で

あります。 

※６．債権売却未収入金等 

 債権売却未収入金等は、信託方式による受取手

形債権の流動化に伴い保有する劣後信託受益権

(346百万円)及びファクタリング方式による流動化

に伴う当該債権の支払留保未収額(199百万円)であ

ります。 

※７．土地再評価 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき、平成14年３月31日に

事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に計上して

おります。 

※７．土地再評価 

同 左 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額、同条第４号に定める地価税計算

のために公表された価額および同条第5号に定める

鑑定評価に基づいて、合理的な調整を行って算出

しております。 

再評価の方法 

同 左 

再評価を行った年月日 平成14年3月31日 

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

   △389百万円

再評価を行った年月日 平成14年3月31日 

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

△338百万円

  

※８．発行済株式数等 ※８．発行済株式数等 

当社の発行済株式総数 

普  通  株  式 

 

8,798,782

  

株 

当社の保有する自己株式数 

普  通  株  式 

 

190

  

株 

当社の発行済株式総数 

普  通  株  式 

 

8,798,782

  

株 

当社の保有する自己株式数 

普  通  株  式 

 

240

  

株 

※９．長期滞留債権 

 財務諸表等規則第32条第１項第10号に規定する

破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準

ずる債権であります。 

※９．長期滞留債権 

同 左 



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．低価法による商品の評価減額4百万円を売上原価に

算入しております。 

※１．低価法による商品の評価減額12百万円を売上原価

に算入しております。 

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

     

 建物 0百万円 

 器具備品 0百万円 

   

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

     

 建物 6百万円 

 器具備品 0百万円 

   

※３．減損損失 

──────── 

※３．減損損失 

 当社グループは、以下の資産グループについて

減損損失を計上いたしました。 

 当社グループは、事業用資産について事業所単

位で資産のグルーピングを行っております。 

 当連結会計年度において、継続的な地価の下落

及び資産グループ単位の収益性等を踏まえて検証

した結果、営業損益が悪化し、短期的な業績の回

復が見込まれないことにより、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（３百

万円）として特別損失に計上いたしました。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、不動産鑑定評価額から処分費用見込額

を差し引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

大明工機㈱

日南営業所 
土地及び建物 宮城県日南市 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（単位：百万円） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（単位：百万円） 

     

現金及び預金    1,954 

現金及び現金同等物

の期末残高 

   1,954 

 

     

現金及び預金    1,426 

現金及び現金同等物

の期末残高 

   1,426 

 

    



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

  
建物及び

構築物 
 その他  

無形固定

資産 
 合計 

取得価額

相当額 
 67  494  140  702 

減価償却

累計額相

当額 

 23  284  98  405 

期末残高

相当額 
 44  210  41  296 

  
建物及び

構築物 
 その他  

無形固定

資産 
 合計 

取得価額

相当額 
 67  493  114  675 

減価償却

累計額相

当額 

 32  255  65  353 

期末残高

相当額 
 35  237  48  322 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同 左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 105百万円 

１年超 191百万円 

合計 296百万円 

１年以内 113百万円 

１年超 208百万円 

合計 322百万円 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

同 左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費及び減損損失 

支払リース料 123百万円 

減価償却費相当額 123百万円 

支払リース料 125百万円 

減価償却費相当額 125百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

  

 (減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度（平成18年３月31日） 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

  (1)株式 1,061 2,158 1,097 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
(2)その他 23 34 10 

  小計 1,084 2,192 1,107 

  (1)株式 20 18 △2 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
(2)その他 402 393 △9 

  小計 422 411 △11 

  合計 1,507 2,603 1,096 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

378 1 9 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 81 

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

  (1)株式 744 1,941 1,196 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
(2)その他 489 523 33 

  小計 1,234 2,464 1,230 

  (1)株式 20 17 △2 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
(2)その他 800 757 △42 

  小計 820 775 △45 

  合計 2,054 3,240 1,185 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

1,363 860 － 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 79 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

 （注） １．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1)取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 

(2)取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3)取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…金利スワップ取引 

・ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャッシュ・フローを固定する目的でヘッジ取引を行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計とを比率分析

する方法により、有効性の評価を行っております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たしているも

のについては、有効性の評価を省略しております。 

(4)取引に係るリスクの内容 

 当社の金利スワップ取引は、市場連動型の金利変動リスクをヘッジするためのものであり、実質的なリスクはな

いと判断しております。又、契約先は信用度の高い金融機関であり、取引先の契約不履行に伴う信用リスクについ

てもないと判断しております。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

 当社では、デリバティブ取引について、管理本部長の承認を得て経理部で執行・管理し、取引残高については、

定期的に管理本部長に報告しております。 

(6)取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における計算上の想定元本であ

り、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
－ － － － 

合計 － － － － 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いておりま

す。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 

(2)取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3)取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…金利スワップ取引 

・ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャッシュ・フローを固定する目的でヘッジ取引を行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計とを比率分析

する方法により、有効性の評価を行っております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たしているも

のについては、有効性の評価を省略しております。 

(4)取引に係るリスクの内容 

 当社の金利スワップ取引は、市場連動型の金利変動リスクをヘッジするためのものであり、実質的なリスクはな

いと判断しております。又、契約先は信用度の高い金融機関であり、取引先の契約不履行に伴う信用リスクについ

てもないと判断しております。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

 当社では、デリバティブ取引について、管理本部長の承認を得て経理部で執行・管理し、取引残高については、

定期的に管理本部長に報告しております。 

(6)取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における計算上の想定元本であ

り、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、連結子会社は退職一時金制度

を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 なお、退職一時金制度を平成18年４月１日をもって一部終了いたしました。本終了に伴う翌期の損益に与える影響

額は24百万円（特別利益）となる見込みであります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、（１）勤務費用に計上しております。 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  金額（百万円） 金額（百万円） 

 （１）退職給付債務 △1,396 △1,422 

 （２）年金資産 754 790 

 （３）未積立退職給付債務（１）＋（２） △641 △632 

 （４）未認識年金資産 － － 

 （５）会計基準変更時差異の未処理額 0 － 

 （６）未認識数理計算上の差異 85 46 

 （７）未認識過去勤務債務 17 14 

 
（８）連結貸借対照表計上額純額 

（３）＋（４）＋（５）＋（６）＋（７） 
△539 △570 

 （９）前払年金費用 － － 

 （10）退職給付引当金（８）－（９） △539 △570 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

 金額（百万円） 金額（百万円） 

退職給付費用 148 139 

（１）勤務費用 108 105 

（２）利息費用 25 26 

（３）期待運用収益（減算） △7 △7 

（４）会計基準変更時差異の費用処理額 0 － 

（５）過去勤務債務の費用処理額 2 2 

（６）数理計算上の差異の費用処理額 18 12 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 （注） 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

（税効果会計関係） 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

（１）割引率 2.0％ 2.0％ 

（２）期待運用収益率 1.0％ 1.0％ 

（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

（４）過去勤務債務の額の処理年数 10年 10年 

（５）会計基準変更時差異の処理年数 5年 － 

（６）数理計算上の差異の処理年数（注） 10年 10年 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

未払事業税否認 11百万円

賞与引当金限度超過額 97百万円

貸倒引当金限度超過額 528百万円

退職給付引当金限度超過額 197百万円

役員退職慰労引当金限度超過額 293百万円

投資有価証券評価損 17百万円

その他 51百万円

繰延税金資産小計 1,196百万円

評価性引当額 －百万円

 繰延税金資産合計 1,196百万円

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △1,076百万円

土地再評価差額 △475百万円

その他有価証券評価差額金 △439百万円

連結子会社の資産の評価差額 △18百万円

繰延税金負債合計 △2,009百万円

繰延税金負債の純額 △813百万円

（繰延税金資産）   

未払事業税否認 58百万円

賞与引当金限度超過額 76百万円

貸倒引当金限度超過額 703百万円

退職給付引当金限度超過額 222百万円

役員退職慰労引当金限度超過額 284百万円

投資有価証券評価損 26百万円

その他 81百万円

繰延税金資産小計 1,453百万円

評価性引当額 －百万円

 繰延税金資産合計 1,453百万円

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △1,066百万円

土地再評価差額 △638百万円

その他有価証券評価差額金 △474百万円

連結子会社の資産の評価差額 △18百万円

繰延税金負債合計 △2,198百万円

繰延税金負債の純額 △745百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
3.7％ 

住民税均等割等 0.6％ 

連結調整勘定償却額 △1.6％ 

その他 1.3％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
44.6％ 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
3.5％ 

住民税均等割等 0.6％ 

連結調整勘定償却額 △1.5％ 

その他 △1.8％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
41.4％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 当社グループは、主に管工機材・住宅設備機器等の卸業者として、管材類、衛生陶器・金具類、住宅設備機

器類及び空調機器類の仕入、販売を行っております。 

 当該事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

の資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略

しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    960円10銭

１株当たり当期純利益  87円10銭

１株当たり純資産額   1,015円37銭

１株当たり当期純利益    97円85銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 771 867 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 5 6 

（うち利益処分による役員賞与金） (5) (6) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 766 860 

期中平均株式数（株） 8,798,592 8,798,567 



（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注） １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

橋本総業株式会社 第１回無担保社債 
平成14年 

９月30日 
1,000 1,000 0.60 なし 

平成19年 

９月28日 

橋本総業株式会社 第２回無担保社債(注)１ 
平成15年 

２月19日 

800 

(100)

700 

(100)
0.61 なし 

平成20年 

１月31日 

橋本総業株式会社 第３回無担保社債(注)１ 
平成15年 

８月25日 

700 

(200)

500 

(200)
0.41 なし 

平成20年 

８月25日 

橋本総業株式会社 第４回無担保社債(注)１ 
平成15年 

12月10日 

800 

(200)

600 

(200)
1.06 なし 

平成20年 

12月30日 

橋本総業株式会社 第５回無担保社債(注)１ 
平成16年 

２月10日 

400 

(100)

300 

(100)
0.69 なし 

平成21年 

２月10日 

橋本総業株式会社 第６回無担保社債(注)１ 
平成16年 

９月10日 

500 

(200)

300 

(200)
0.83 なし 

平成19年 

９月10日 

橋本総業株式会社 第７回無担保社債(注)１ 
平成16年 

９月15日 

900 

(200)

700 

(200)
0.75 なし 

平成21年 

９月15日 

合計 － － 
5,100 

(1,000)

4,100 

(1,000)
－ － － 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

1,000 2,400 600 100 － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 80 10 1.12 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,759 2,485 1.69 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 4,146 1,660 2.15 平成19年～26年

その他の有利子負債 

（預り保証金） 
386 395 0.05 － 

合計 6,371 4,551 － － 

 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内 
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 624 4 1,004 5 



２【財務諸表等】 

(1)【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,796   1,273  

２．受取手形    4,396   4,704  

３．売掛金   14,584   15,917  

４．商品   4,539   4,647  

５．前渡金   28   2  

６．前払費用   148   136  

７．繰延税金資産   135   168  

８．短期貸付金   60   134  

９．未収入金   252   359  

10．債権売却未収入金等 ※11  2,590   545  

11．その他   14   11  

貸倒引当金   △118   △115  

流動資産合計   28,429 67.0  27,786 66.6 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 2,906   3,031   

減価償却累計額  1,185 1,720  1,258 1,772  

(2）構築物  170   175   

減価償却累計額  120 50  127 48  

(3）機械及び装置  105   117   

減価償却累計額  82 23  88 29  

(4）車両運搬具  9   9   

減価償却累計額  8 1  8 0  

(5）器具備品  147   185   

減価償却累計額  102 45  113 71  

(6）土地 
※１ 
※３ 

 5,205   5,631  

(7）建設仮勘定   230   －  

有形固定資産合計   7,276 17.1  7,554 18.1 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産        

(1）営業権   3   2  

(2）借地権   4   1  

(3）ソフトウェア   8   4  

(4）電話加入権   16   16  

無形固定資産合計   33 0.1  25 0.1 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 
※１ 
※２ 

 2,623   3,284  

(2）関係会社株式   249   279  

(3）出資金   6   6  

(4）長期貸付金   2,202   1,762  

(5）従業員長期貸付金   8   5  

(6）長期滞留債権 ※７  1,422   1,540  

(7）長期前払費用   7   5  

(8）保険積立金   978   1,018  

(9）敷金及び保証金   477   493  

(10）会員権   163   153  

(11）その他   300   300  

貸倒引当金   △1,751   △2,486  

投資その他の資産合計   6,689 15.8  6,361 15.2 

固定資産合計   14,000 33.0  13,941 33.4 

資産合計   42,429 100.0  41,727 100.0 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形    8,533   9,125  

２．買掛金   10,463   11,221  

３．一年内返済予定の長期
借入金 

※１  1,654   2,452  

４．一年内償還予定の社債   1,000   1,000  

５．未払金   243   479  

６．未払費用   66   58  

７．未払法人税等   82   724  

８．未払消費税等   39   68  

９．前受金   10   19  

10．預り金 ※２  762   141  

11．前受収益   2   2  

12．賞与引当金   230   163  

13．その他   62   55  

流動負債合計   23,152 54.6  25,514 61.2 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   4,100   3,100  

２．長期借入金 ※１  4,052   1,600  

３．繰延税金負債   479   284  

４．再評価に係る繰延税金
負債 

※３  475   638  

５．退職給付引当金   481   513  

６．役員退職慰労引当金   733   711  

７．預り保証金    541   552  

８．その他   －   0  

固定負債合計   10,863 25.6  7,400 17.7 

負債合計   34,016 80.2  32,914 78.9 

        

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  542 1.3  542 1.3 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  434   434   

資本剰余金合計   434 1.0  434 1.0 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  75   75   

２．任意積立金        

(1）固定資産圧縮積立金  1,629   1,614   

(2）別途積立金  3,620   3,860   

３．当期未処分利益  757   1,033   

利益剰余金合計   6,081 14.3  6,583 15.8 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  712 1.7  554 1.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  640 1.5  697 1.7 

Ⅵ 自己株式 ※６  △0 △0.0  △0 △0.0 

資本合計   8,412 19.8  8,812 21.1 

負債資本合計   42,429 100.0  41,727 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   94,524 100.0  98,760 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品期首たな卸高  3,718   4,539   

２．当期商品仕入高  86,837   90,110   

合計  90,555   94,649   

３．商品期末たな卸高 ※１ 4,539 86,016 91.0 4,647 90,002 91.1 

売上総利益   8,508 9.0  8,758 8.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運賃及び荷造費  1,116   1,181   

２．支払手数料  307   364   

３．旅費交通費  215   216   

４．通信費  180   180   

５．交際費  84   95   

６．貸倒引当金繰入額  49   －   

７．役員報酬  140   142   

８．給料手当  2,793   2,933   

９．賞与引当金繰入額  230   163   

10．退職給付費用  143   140   

11．役員退職慰労引当金繰
入額 

 34   7   

12．法定福利費及び福利厚
生費 

 670   698   

13．賃借料  483   529   

14．事務用消耗品費  143   151   

15．減価償却費  74   83   

16．租税公課  78   73   

17．その他  345 7,090 7.5 406 7,371 7.5 

営業利益   1,417 1.5  1,387 1.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  86   138   

２．受取配当金  25   35   

３．仕入割引  435   437   

４．賃貸収入  207   174   

５．その他  107 863 0.9 46 832 0.8 

        
 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  258   187   

２．手形売却損  142   137   

３．売上割引  192   249   

４．賃貸費用  63   61   

５．その他  166 822 0.9 71 707 0.7 

経常利益   1,458 1.5  1,512 1.5 

Ⅵ 特別利益        

１．土地売却益   105   5   

２．投資有価証券売却益   －   841   

３．収用補償金  － 105 0.1 203 1,050 1.1 

Ⅶ 特別損失        

１．貸倒引当金繰入額  －   917   

２．債権譲渡損   －   135   

３．商品評価損   －   64   

４．建物売却損   87   －   

５．土地売却損   32   －   

６．固定資産除却損 ※２ 0   3   

７．投資有価証券売却損  9   －   

８．金利スワップ解約損  60   －   

９．その他  － 190 0.2 54 1,175 1.2 

税引前当期純利益   1,372 1.4  1,387 1.4 

法人税、住民税及び事
業税 

 337   878   

法人税等調整額  263 600 0.6 △263 614 0.6 

当期純利益   772 0.8  773 0.8 

前期繰越利益   345   351  

中間配当額   －   87  

土地再評価差額金取崩
額 

  △360   △2  

当期未処分利益   757   1,033  

        



③【利益処分計算書】 

 （注） （ ）内の日付は株主総会承認日であります。 

重要な会計方針 

  
前事業年度 

（平成17年６月29日） 
当事業年度 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   757  1,033 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．固定資産圧縮積立金取崩
額 

 14 14 14 14 

合計   772  1,048 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  175  109  

２．役員賞与金  5  6  

（うち監査役賞与金）  (1)  (1)  

３．別途積立金  240 420 560 676 

Ⅳ 次期繰越利益   351  371 

      

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

（1）子会社株式……移動平均法による原

価法 

（1）子会社株式 

同 左 

 （2）その他有価証券 

時価のあるもの……決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

 時価のないもの……移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同 左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ……時価法 同 左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品……総平均法に基づく低価法 同 左 

 



 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 （1）有形固定資産 

建物（附属設備を除く） 

   ……定額法 

その他……定率法 

 なお、主な耐用年数は、以下のと

おりであります。 

 建物………………４～50年 

 建物附属設備……３～18年 

 構築物……………６～30年 

同 左 

 （2）無形固定資産……営業権について

は、取得後５年間の均等償却によっ

ております。 

 ソフトウェア（自社利用分）につ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

（2）無形固定資産 

同 左 

 （3）長期前払費用 

定額法 

（3）長期前払費用 

同 左 

５．繰延資産の処理方法  社債発行費については、支出時に全額

費用処理しております。 

──────── 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同 左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額に基づく当期負担額を計上

しております。 

(2)賞与引当金 

同 左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、５年による按分額を費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づき、期末要支給額の

100％を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

同 左 

 



会計処理の変更 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同 左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段……金利スワップ取引 

・ヘッジ対象……借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段……同 左 

・ヘッジ対象……同 左 

 (3)ヘッジ方針 

 金利変動リスクに備えキャッシュ・

フローを固定する目的でヘッジ取引を

行っております。 

(3)ヘッジ方針 

同 左 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの

変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フローの変動の累計とを比率分析

する方法により、有効性の評価を行っ

ております。 

 ただし、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているものについては、

有効性の評価を省略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同 左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

──────── 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１．(1)資産のうち次のとおり債務の担保に供しており

ます。 

なお、当該金額は、下記(2）の建物（214百万

円）並びに土地（2,723百万円）を含んでおりま

す。 

※１．(1)資産のうち次のとおり債務の担保に供しており

ます。 

なお、当該金額は、下記(2)の建物（213百万

円）並びに土地（2,723百万円）を含んでおりま

す。 

建物 304百万円 

土地 3,368百万円 

計 3,673百万円 

建物 299百万円 

土地 3,368百万円 

計 3,668百万円 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

長期借入金 1,850百万円 長期借入金 1,850百万円 

(2)取引上の債務に対する保証として次の資産を担

保に供しております。 

(2)取引上の債務に対する保証として次の資産を担

保に供しております。 

建物 214百万円 

土地 2,723百万円 

投資有価証券 345百万円 

計 3,283百万円 

建物 213百万円 

土地 2,723百万円 

投資有価証券 624百万円 

計 3,560百万円 

※２．投資有価証券のうち、895百万円については貸株に

提供しております。 

※２．投資有価証券のうち、125百万円については貸株に

提供しております。 

※３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、平成14年３月31日に事業

用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資

産税評価額、同条第４号に定める地価税計算のため

に公表された価額および同条第５号に定める鑑定評

価に基づいて、合理的な調整を行って算出しており

ます。 

 再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

 再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

    △389百万円 

※３．         同 左 

 

 

 

 

 

再評価の方法 

同 左 

 

 

 

 

 

 再評価を行った年月日 

平成14年３月31日 

 再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

      △338百万円 

※４．授権株式数 普通株式 19,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 8,798,782株 

※４．授権株式数 普通株式 19,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 8,798,782株 

 ５．商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、640百万

円であります。 

 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当するこ

とが制限されております。 

 ５．商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、697百万

円であります。 

 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。 

※６．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式190株

であります。 

※６．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式240株

であります。 

 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※７．財務諸表等規則第32条第１項第10号に規定する破

産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる

債権であります。 

※７．         同 左 

８．保証債務 ８．保証債務 

 従業員の住宅建設資金の借入金56百万円につき、

㈱三井住友銀行に債務保証を行っております。 

 また、子会社である㈱ハットリビングの㈱三井住

友銀行よりの借入金30百万円及び㈱みずほ銀行より

の借入金50百万円について債務保証を行っておりま

す。 

 従業員の住宅建設資金の借入金49百万円につき、

㈱三井住友銀行に債務保証を行っております。 

 また、子会社である㈱ハットリビングの㈱みずほ

銀行よりの借入金10百万円について債務保証を行っ

ております。 

９．受取手形割引高 187百万円 ９．受取手形割引高 －百万円 

 10．手形債権流動化に伴う買戻義務額  10．手形債権流動化に伴う買戻義務額 

  －百万円   2,262百万円 

※11．債権売却未収入金等 

 債権売却未収入金等は、信託方式による受取手形

債権の流動化に伴い保有する劣後信託受益権（640百

万円）及びファクタリング方式による流動化に伴う

当該債権の支払留保未収額（1,950百万円）でありま

す。 

※11．債権売却未収入金等 

 債権売却未収入金等は、信託方式による受取手形

債権の流動化に伴い保有する劣後信託受益権（346百

万円）及びファクタリング方式による流動化に伴う

当該債権の支払留保未収額（199百万円）でありま

す。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．低価法による商品の評価減額4百万円を売上原価に

算入しております。 

※１．低価法による商品の評価減額12百万円を売上原価

に算入しております。 

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

     

 建物 0百万円 

 器具備品 0百万円 

   

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

     

 建物 3百万円 

 器具備品 0百万円 

   



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：百万円） 

  構築物  
器具備品

等 
 
ソフト 

ウェア 
 合計 

取得価額

相当額 
 67  472  97  637 

減価償却

累計額相

当額 

 23  262  56  341 

期末残高

相当額 
 44  210  40  295 

  構築物  
器具備品

等 
 
ソフト 

ウェア 
 合計 

取得価額

相当額 
 67  454  114  636 

減価償却

累計額相

当額 

 32  230  65  328 

期末残高

相当額 
 35  223  48  308 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同 左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 104百万円 

１年超 191百万円 

合計 295百万円 

１年以内 109百万円 

１年超 199百万円 

合計 308百万円 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

同 左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 111百万円 

減価償却費相当額 111百万円 

支払リース料 121百万円 

減価償却費相当額 121百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日）及び当事業年度（平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

未払事業税否認 11百万円 

賞与引当金限度超過額 92百万円 

貸倒引当金限度超過額 518百万円 

退職給付引当金限度超過額 176百万円 

役員退職慰労引当金限度超過額 293百万円 

投資有価証券評価損 17百万円 

会員権評価損 26百万円 

その他 25百万円 

繰延税金資産合計 1,159百万円 

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △1,076百万円 

土地再評価差額 △475百万円 

その他有価証券評価差額金 △427百万円 

繰延税金負債合計 △1,978百万円 

繰延税金負債の純額 △819百万円 

（繰延税金資産）   

未払事業税否認 58百万円 

賞与引当金限度超過額 65百万円 

貸倒引当金限度超過額 693百万円 

退職給付引当金限度超過額 205百万円 

役員退職慰労引当金限度超過額 284百万円 

投資有価証券評価損 26百万円 

会員権評価損 37百万円 

その他 44百万円 

繰延税金資産合計 1,415百万円 

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △1,066百万円 

土地再評価差額 △638百万円 

その他有価証券評価差額金 △465百万円 

繰延税金負債合計 △2,170百万円 

繰延税金負債の純額 △754百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
3.3％ 

住民税均等割等 0.4％ 

その他 △0.6％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
43.7％ 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
3.5％ 

住民税均等割等 0.5％ 

その他 △0.4％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
44.2％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  955円57銭

１株当たり当期純利益 87円23銭

１株当たり純資産額    1,000円86銭

１株当たり当期純利益  87円15銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 772 773 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 5 6 

（うち利益処分による役員賞与金） (5) (6) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 767 766 

期中平均株式数（株） 8,798,592 8,798,567 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

㈱キッツ 297,806 335 

住友商事㈱ 129,450 216 

ダイキン工業㈱ 45,312 186 

㈱荏原 196,326 145 

㈱アベルコ 96,000 122 

㈱みずほフィナンシャルグループ 110 109 

積水化学工業㈱ 104,560 104 

東陶機器㈱ 92,029 100 

ダイダン㈱ 79,198 68 

住友金属工業㈱ 135,000 68 

その他37銘柄 2,236,332 544 

計 3,412,123 2,003 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

大和証券ＳＭＢＣ㈱＃2207 500 463 

大和証券ＳＭＢＣ㈱＃2897 300 294 

計 800 757 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

ワールド・ソブリン・インカム 330,000,000 355 

ワールド・リート・セレクション（米

国） 
50,000,000 54 

日本株スタイル 30,000,000 33 

住信ＳＲＩ・Ｊオープン 25,617,775 31 

ＪＦグローバル・ＣＢ・オープン’９５ 3,000 31 

スミセイ・スーパーアクティブ 12,650,000 9 

インカムストラテージー 7,700 6 

計 448,278,475 523 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次の通りであります。 

    ２．当期減少額のうち主なものは、次の通りであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 2,906 131 7 3,031 1,258 76 1,772 

構築物 170 5 － 175 127 7 48 

機械及び装置 105 12 － 117 88 5 29 

車両運搬具 9 － － 9 8 0 0 

器具備品 147 39 1 185 113 12 71 

土地 5,205 454 29 5,631 － － 5,631 

建設仮勘定 230 － 230 － － － － 

有形固定資産計 8,775 643 267 9,150 1,596 102 7,554 

無形固定資産        

営業権 8 1 4 5 2 1 2 

借地権 4 － 3 1 － － 1 

ソフトウェア 25 0 0 25 21 5 4 

電話加入権 16 － － 16 － － 16 

無形固定資産計 55 2 7 49 24 7 25 

長期前払費用 9 1 3 7 2 0 5 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

 土地  九州支店  事業用土地 220百万円 

 土地  北海道支店  事業用土地 233百万円 

土地 静岡支店敷地の一部 売却 29百万円 



【資本金等明細表】 

 （注） １．当期末における自己株式数は、240株であります。 

２．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 542 － － 542 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (8,798,782) (－)  (－)  (8,798,782) 

普通株式 （百万円） 542 － － 542 

計 （株） (8,798,782) (－)  (－)  (8,798,782) 

計 （百万円） 542 － － 542 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 434 － － 434 

計 （百万円） 434 － － 434 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 75 － － 75 

（任意積立金）      

固定資産圧縮積立金

（注）２ 
（百万円） 1,629 － 14 1,614 

別途積立金（注）２ （百万円） 3,620 240 － 3,860 

計 （百万円） 5,324 240 14 5,549 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金（注） 1,870 2,602 220 1,649 2,602 

賞与引当金 230 163 230 － 163 

役員退職慰労引当金 733 7 29 － 711 



(2)【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

区分 金額（百万円） 

現金 594 

預金の種類  

当座預金 491 

普通預金 187 

納税準備預金 0 

計 679 

合計 1,273 



ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

相手先 金額（百万円） 

㈱フジ 228 

㈱福知商会 224 

サークル機材㈱ 128 

大江管材タイル㈱ 120 

大谷産業㈱ 116 

その他 3,884 

合計 4,704 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月満期 49 

平成18年５月満期 86 

平成18年６月満期 614 

平成18年７月満期 2,529 

平成18年８月満期 1,352 

平成18年９月以降満期 71 

合計 4,704 

相手先 金額（百万円） 

東洋熱工業㈱ 358 

岩瀬産業㈱ 340 

栗田工業㈱ 330 

新菱冷熱工業㈱ 291 

㈱三晃空調 286 

その他 14,309 

合計 15,917 



(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。 

ニ 商品 

② 負債の部 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

14,584 103,967 102,634 15,917 86.6 53.5 

品目 金額（百万円） 

管材  

管類 454 

継手類 544 

バルブ類 664 

化成品類 1,118 

工具関連機材 240 

小計 3,023 

衛生陶器・金具類 1,303 

住宅設備機器類  

（給湯、厨房関連等） 146 

空調、ポンプ、その他  

（空調関連、ポンプ類、その他） 174 

合計 4,647 

相手先 金額（百万円） 

㈱キッツ 1,257 

㈱ノーリツ 1,241 

住友商事㈱ 1,051 

三菱電機住環境システムズ㈱ 594 

荏原テクノサーブ㈱ 529 

その他 4,452 

合計 9,125 



(ロ)期日別内訳 

ロ 買掛金 

ハ 社債      

  内訳は１．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 ⑤連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

ニ 長期借入金 

(3)【その他】 

 該当事項はありません。 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月満期 2,037 

平成18年５月満期 2,208 

平成18年６月満期 2,163 

平成18年７月満期 1,932 

平成18年８月満期 783 

合計 9,125 

相手先 金額（百万円） 

東陶機器㈱ 2,676 

積水化学工業㈱ 700 

住友商事㈱ 285 

㈱キッツ 257 

㈱ノーリツ 252 

その他 7,048 

合計 11,221 

相手先 金額（百万円） 

㈱三井住友銀行 1,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 400 

住友信託銀行㈱ 200 

合計 1,600 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次の通りとなりました。

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告ができ

ない場合は、日本経済新聞に記載して行う。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第５号）第三号様式記載上の注意（49）eに規定す

る親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第68期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

（2）半期報告書の訂正報告書 

 （第68期中）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）平成17年12月15日関東財務局長に提出 

（3）有価証券報告書の訂正報告書 

 （第68期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年12月15日関東財務局長に提出 

（4）半期報告書 

 （第69期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月16日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月２９日

橋本総業株式会社    

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 吾妻  裕   印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 内田 正美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている橋本総

業株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、橋

本総業株式会社及び連結子会社の平成17年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２９日

橋本総業株式会社    

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 三浦 孝昭  印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 内田 正美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている橋本

総業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、橋

本総業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年６月２９日

橋本総業株式会社    

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 吾妻  裕   印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 内田 正美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている橋本総

業株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第68期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、橋本総

業株式会社の平成17年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２９日

橋本総業株式会社    

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 三浦 孝昭  印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 内田 正美  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている橋本

総業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、橋本総

業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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